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九州佐賀国際空港脱炭素化推進協議会 設置規約 
 

令和 4 年 12 月 16 日制定 
 

（目的） 
第１条 九州佐賀国際空港脱炭素化推進協議会（以下、「協議会」という。）は、空港法（昭

和 31 年法律第 80 号。以下「法」という。）第 26 条第１項の規定に基づき、九州佐
賀国際空港において、同法第 25 条第１項において規定する空港脱炭素化推進計画（以
下、「推進計画」という。）の作成及び実施その他当空港の脱炭素化に関し必要な協議を
行うために設置する。 

 
（協議事項） 
第２条 協議会は、次に掲げる事項を協議する。 
（１）推進計画の作成に関する事項 
（２）推進計画に記載された取組の実施及び取組状況のフォローアップに関する事項 
（３）推進計画の変更に関する事項 
（４）航空法第 131 条の 2 の 10 に基づく航空運送事業者による協議に関する事項 
（５）関係行政機関及び事業者への協力の求めに関する事項 
（６）関係行政機関及び事業者の空港脱炭素化に対する意識醸成に関する事項 
（７）空港利用者への空港脱炭素化の取組に対する理解促進に関する事項 
（８）その他協議会が必要と認める事項 
 
（協議会の運営） 
第３条 協議会には会⻑を置く。 
2 会⻑は、佐賀県佐賀空港事務所⻑とする。 
3 会⻑は、協議会を代表し、会務を統率する。 
4 会⻑に事故がある場合には、あらかじめ会⻑が指名する者がその職務を代理する。 
5 協議会の議決の方法は、構成員の２／３以上で決するものとする。 
6 会⻑は必要があると認めるときは、協議会の下にワーキンググループ等の分科会を設

置することができる。 
7 分科会の議事においては、協議会の設置規約を準用する。 
 
（協議会の構成員） 
第４条 協議会の構成員は、別紙の構成員名簿に掲げる者とする。 
2 協議会の構成員は、本設置規約について承諾する。 
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（反社会的勢力の排除） 
第５条 暴力団及び暴力団若しくはその構成員の統制下にあるもの、並びに無差別大量殺人

行為を行った団体の規制に関する法律に規定する処分を受けている団体又はその構成
員の統制下にあるものは協議会の構成員となることができない。 

2 前項に該当しない者であっても、反社会的勢力と関係がある者及び関係があると疑わ
れる者は協議会の構成員となることができない。 

 
（構成員の除名） 
第６条 会⻑は、構成員が協議会の目的、本設置規約又は決議に反する行為もしくは協議会

の運営に支障を及ぼす行為等を行った場合、当該構成員を協議会構成員から除名する
ことができる。 

 
（協議会の招集） 
第７条 協議会は、会⻑が招集する。 
2 協議会の招集が困難である場合等にあっては、web 会議ツールを用いたオンライン会

議または書面により協議を行うこととする。 
3 会⻑は、協議を行うため特に必要があると認める者に対し、協議会への出席等必要な協

力を求めることができる。 
 
（協議会への協力） 
第８条 協議会の構成員は、推進計画の作成等、空港脱炭素化の取組を推進するため、空港
管理者に積極的に協力する。 
 
（議事録） 
第９条 協議会の議事については、議事概要を作成する。 
 
（事務局） 
第１０条 協議会の事務を処理するため、事務局を佐賀県佐賀空港事務所に置く。 
2 事務局に関し必要な事項は、会⻑が別に定める。 
 
（守秘義務） 
第１１条 協議会の構成員は、個人情報その他協議会で知り得た秘密を他に漏らしてはなら

ない。その職を退いた後も同様とする。 
 
（協議結果の取扱い） 
第１２条 協議会において協議が調った事項について、協議会の構成員はその協議の結果を
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尊重しなければならない。 
 
（その他） 
第１３条 本設置規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議の上定

める。 
 
附則 
1 本設置規約にある公開の方法についてはインターネットの利用その他の適切な方法と

し、速やかに公表する。 
2 本設置規約は令和 4 年 12 月 16 日から施行する。 


